
 

第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】             有価証券届出書 

【提出先】              関東財務局長 

【提出日】                  年 月 日         

【発行者の名称】                             

【代表者の役職氏名】⑵                           

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【住所】                                

【電話番号】                              

【事務連絡者氏名】⑷                           

【住所】                                

【電話番号】                              

【縦覧に供する場所】⑸         名称 

（所在地） 

第一部【証券情報】 

第１【募集債券に関する基本事項】⑹ 

１【発行主体】⑺ 

２【募集要項】 

⑴【債券の名称及び記名・無記名の別】 

⑵【券面総額】 

⑶【各債券の金額】 

⑷【発行価格及びその総額】 

⑸【利率】 

⑹【償還期限】 

⑺【申込期間】 

⑻【申込証拠金】 

⑼【払込期日】 

⑽【申込取扱場所】 

⑾【引受けの契約の内容】⑻ 

⑿【債券の管理会社】⑼ 

⒀【振替機関】⑽ 

⒁【財務上の特約】⑾ 

⒂【その他】⑿ 

３【利息支払の方法】⒀ 

４【償還の方法】⒁ 

５【元利金支払場所】 

６【担保又は保証に関する事項】⒂ 

７【債券の管理会社の職務】⒃ 

８【債権者集会に関する事項】⒄ 

９【課税上の取扱い】⒅ 

10【準拠法及び管轄裁判所】⒆ 

11【公告の方法】⒇ 

12【その他】（21） 

第２【売出債券に関する基本事項】（22） 

１【売出要項】 



 

⑴【売出人】（23） 

⑵【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

⑶【券面総額】 

⑷【各債券の金額】 

⑸【売出価格及びその総額】 

⑹【利率】 

⑺【償還期限】 

⑻【売出期間】 

⑼【受渡期日】 

⑽【申込取扱場所】 

⑾【売出しの委託契約の内容】（24） 

⑿【債券の管理会社】 

⒀【振替機関】 

⒁【財務上の特約】 

⒂【その他】 

２【利息支払の方法】 

３【償還の方法】 

４【元利金支払場所】 

５【担保又は保証に関する事項】 

６【債券の管理会社の職務】 

７【債権者集会に関する事項】 

８【課税上の取扱い】 

９【準拠法及び管轄裁判所】 

10【公告の方法】 

11【その他】 

第３【資金調達の目的及び手取金の使途】（25） 

第４【法律意見】（26） 

第５【その他の記載事項】（27） 

第二部【発行者情報】 

第１【募集（売出）債券の状況】（28） 

債券の名称 発行年月 券面総額 償還額 
会計年度（又は事業

年度）末の未償還額 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名 

      

第２【外国為替相場の推移】（29） 

⑴【最近５年間の会計年度（又は事業年度）別為替相場の推移】 

決算年月      

最高（円）      

最低（円）      

平均（円）      

期末（円）      

⑵【最近６月間の月別為替相場の推移】 

月別       



 

最高（円）       

最低（円）       

平均（円）       

⑶【最近日の為替相場】 

円（ 年 月 日） 

第３【発行者の概況】（30） 

１【発行者が国である場合】 

⑴【概要】（31） 

⑵【経済】（32） 

⑶【貿易及び国際収支】（33） 

⑷【通貨・金融制度】（34） 

⑸【財政】（35） 

⑹【公債】（36） 

⑺【その他】（37） 

２【発行者が地方公共団体である場合】 

⑴【概要】（38） 

⑵【経済】 

⑶【財政】 

⑷【公債】 

⑸【その他】 

⑹【発行者の属する国の概況】（39） 

３【発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合】 

⑴【設立】（40） 

⑵）【資本構成】（41） 

⑶【組織】（42） 

⑷【業務の概況】（43） 

⑸【経理の状況】（44） 

⑹【その他】（45） 

⑺【発行者の属する国の概況】（46） 

第三部【特別情報】 

【債券及び利札の様式】（47） 

（記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいやむ

を得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｂ 当該届出に係る外国債等が外国債等預託証券である場合には、当該外国債等預託

証券について銘柄、発行価額の総額、発行価格、利率、申込期間、申込証拠金、申込

取扱場所、払込期日、権利の内容、権利行使請求の方法・条件、決済の方法等を「第

一部 証券情報」に記載し、信用格付に関する事項について、企業内容等の開示に関

する内閣府令第二号様式記載上の注意⒀のｌに準じて記載するとともに、その仕組

みを分かりやすく記載すること。また、当該外国債等預託証券に表示される権利に係

る外国債等の内容について記載すること。 

なお、当該外国債等預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断される

会社（例えば、預託を受けている者）の情報がある場合には、本様式第二部中「第３ 

発行者の概況」の次に「第４ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業内容等



 

の開示に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会社の情報」に

準じて記載すること。 

ｃ この様式中「募集債券」、「債券」、「券面総額」、「売出債券」、「募集（売出）債券」、

「外国債券」及び「債券発行限度額」は、振替外債等に係るものを含むものとする。

また、振替外債等については、記名・無記名の別の記載を要しない。 

⑵ 代表者の役職氏名 

発行者を代表して当該有価証券を発行する権限を有する者（以下この⑵において「代

表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること。 

⑶ 代理人の氏名又は名称 

本邦内に住所を有する者で発行者から本邦における有価証券の募集又は売出しの届

出に関する一切の行為を代理する権限を与えられたもの（以下この⑶において「代理人」

という。）の氏名（代理人が法人である場合には、その名称及び代表者の氏名）を記載

すること。 

⑷ 事務連絡者氏名 

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるものの氏

名を記載すること。 

⑸ 縦覧に供する場所 

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券として

登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取引業協会

の名称及び事務所の所在地を記載すること。 

⑹ 募集債券に関する基本事項 

ａ 以下の記載上の注意は、外国債券のうち、法第２条第１項第１号から第３号までに

掲げるものの性質を有する有価証券について示したものであり、同項第６号に掲げ

るものの性質を有する有価証券については、これに準じて記載すること。 

ｂ 第６条第１号の規定により有価証券届出書（以下この様式において「届出書」とい

う。）に記載しない事項がある場合には、その決定予定時期及び具体的決定方法をそ

れぞれ注記すること。 

⑺ 発行主体 

当該債券の発行に直接関係のある会計名並びに当該会計における債券発行限度額の

有無及びその内容等について記載すること。 

⑻ 引受けの契約の内容 

ａ 引受人の名称及び住所を記載し、元引受契約を締結した金融商品取引業者につい

ては、その旨を明示すること。 

ｂ 引受金額及び引受けの条件（買取引受け・残額引受け等の別、引受人に支払う手数

料等）を記載すること。 

⑼ 債券の管理会社 

契約により、債権管理に関し債権者のための行為をする職務（元利金の支払の遅延そ

の他の債務不履行、財務上の特約又は弁済の受領の公告等に関する職務をいう。）又は

発行者のための行為をする職務の委託を受けた者（以下「債券の管理会社」という。）

の有無及び債券の管理会社がある場合には、その者の名称及び住所を記載し、代表会社

については、その旨を明示すること。 

⑽ 振替機関 

振替機関を定めている場合には、当該振替機関の名称及び住所を記載すること。 

⑾ 財務上の特約 

当該発行に係る有価証券において債権者保護のために設定されている特約で、一定

の事由の下に期限の利益を喪失させる効果を有するもの及びその効果に変更を与える



 

ものについて、その内容を記載すること。ただし、発行者が国である場合には、ネガテ

ィブ・プレッジ・クローズ（当該債券が全額償還されるまでの間において、既往又は将

来の債権を担保するために抵当権、質権その他の担保権を設定する場合には、当該債券

についても同等に取り扱う旨等を規定した条項）以外の事項を記載することを要しな

い。 

⑿ その他 

ａ 当該発行に係る有価証券について、発行者の依頼により、信用格付業者（法第２

条第 36 項に規定する信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは

閲覧に供された信用格付（同条第 34 項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）

又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付がある

場合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、これらの信用格付が複数存在

する場合には、全てについて記載すること。 

⒜ 当該信用格付に係る等級、信用格付業者の商号又は名称その他当該信用格付を

特定するための事項並びに当該信用格付の前提及び限界に関する当該信用格付

の対象となる事項の区分に応じた説明 

⒝ 当該発行に係る有価証券の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府

令（平成 19 年内閣府令第 52 号）第 313 条第３項第３号の規定により当該発

行に係る有価証券に関して信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げ

る事項に関する情報を入手するための方法 

当該発行に係る有価証券について、発行者の依頼により、信用格付業者から提

供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若し

くは閲覧に供される予定の信用格付がない場合には、その旨を記載すること。  

ｂ 当該届出に係る外国債等（当該外国債等が外国債等預託証券である場合には当該

外国債等預託証券に表示される権利を含む。）が法第２条第２項の規定により有価証

券とみなされる権利（電子情報処理組織を用いて移転することができる財産的価値

（電子機器その他の物に電子的方法により記録されるものに限る。）に表示されるも

のに限る。（28）ｃ及び（47）において「電子記録移転有価証券表示権利等」という。）であ

る場合には、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成５年大蔵省令第 22

号）第六号の五様式記載上の注意⑸ｃ、⒄ｃ、（30）及び（31）により記載することとされ

ている事項に準ずる事項を記載すること。 

ｃ 以上のほか、当該発行に係る有価証券の募集について、投資者保護の観点から

必要と認められる事項がある場合には、その内容について記載すること。  

⒀ 利息支払の方法 

利息の計算期間、利息支払日等について記載すること。 

⒁ 償還の方法 

定時償還又は随時償還の時期、償還金額及びその方法、減債基金の積立方法、元金の

支払が遅延した場合の利付等について記載すること。 

⒂ 担保又は保証に関する事項 

担保又は保証が附されている場合には、その内容、条件等について記載すること。 

⒃ 債券の管理会社の職務 

債権管理に関する職務及び発行者のための行為をする職務の内容について記載する

こと。 

⒄ 債権者集会に関する事項 

債権者集会に関する規定の有無並びに債権者集会の付議事項、招集手続、決議の方法

及びその執行等について記載すること。 

⒅ 課税上の取扱い 



 

利息及び償還差益についての課税上の取扱いについて記載すること。 

⒆ 準拠法及び管轄裁判所 

当該債券の債権者を含む全当事者の権利、義務等に関し準拠する法令、当該債券に関

する訴訟の管轄裁判所並びに訴訟に関する送達の受領者の名称及び住所について記載

すること。なお、「国家と他の国家の国民との間の投資紛争の解決に関する条約」に加

盟している場合には、その旨及び債務不履行があった場合における債務の強制履行の

請求手続についても記載すること。 

⒇ 公告の方法 

当該債券に関する公告を行なう場合の公告の方法について記載すること。 

（21） その他 

登録費用の負担等投資者保護の観点から必要と認められるその他の事項について記

載すること。 

（22） 売出債券に関する基本事項 

ａ 以下の記載上の注意は、外国債等のうち、法第２条第１項第１号から第３号までに

掲げるものの性質を有する有価証券について示したものであり、同項第６号に掲げ

るものの性質を有する有価証券については、これに準じて記載すること。 

ｂ 第６条第２号の規定により届出書に記載しない事項がある場合には、その決定予

定時期及び具体的決定方法をそれぞれ注記すること。 

ｃ 以下に掲げる事項を除き、「第１ 募集債券に関する基本事項」における記載事項

の記載内容に準じて記載すること。 

（23） 売出人 

売出しに係る債券の所有者の氏名又は名称及び住所を記載すること。 

（24） 売出しの委託契約の内容 

ａ 売出しの委託を受けた者の名称及び住所を記載すること。 

ｂ 売出しの委託契約の内容（売出しの委託手数料の額、売出残が生じた場合の処理等）

について記載すること。 

（25） 資金調達の目的及び手取金の使途 

ａ 当該有価証券の発行により資金を調達する目的及び手取金の使途について具体的

に記載すること。なお、同一の目的又は使途のため、他から資金を調達する場合には、

その調達先、金額、条件等についても記載すること。 

ｂ 手取金の使途が特定の事業を行なうためのもの等である場合には、その事業の内

容等についても記載すること。 

（26） 法律意見 

当該有価証券の募集又は売出しの適法性に関する法律専門担当部局の責任者又は法

律専門家の法律意見を要約して記載すること。 

（27） その他の記載事項 

特に目論見書に記載しようとする事項がある場合には、その内容について記載する

こと。 

（28） 募集（売出）債券の状況 

ａ 届出書提出日前において募集又は売出しの届出をした債券（届出書提出日前にお

いて全額償還済となったものを除く。）について記載すること。 

ｂ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａに準

じて記載すること。 

ｃ 届出書提出日前において募集又は売出しの届出をした債券（当該債券が外国債等

預託証券である場合には当該外国債等預託証券に表示される権利を含み、届出書提

出日前において全額償還済となったものを除く。）及び当該届出に係る債券（当該債



 

券が外国債等預託証券である場合には当該外国債等預託証券に表示される権利を含

む。）が電子記録移転有価証券表示権利等である場合には、特定有価証券の内容等の

開示に関する内閣府令第六号の五様式記載上の注意（26）ｃにより記載することとされ

ている事項に準ずる事項を欄外に記載すること。 

（29） 外国為替相場の推移 

ａ 発行する債券が外国通貨をもって表示されるものである場合には、当該外国通貨

と本邦通貨との間の為替相場の推移を記載すること。 

ｂ 平均相場とは、会計年度（又は事業年度）の各月末日における為替相場の平均額を

いう。 

ｃ 当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関する事項を

掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の会計年度（又は事業年度）及び最近６月

間において掲載されている場合には、記載を省略することができる。 

（30） 発行者の概況 

ａ 以下に掲げる記載事項については、簡潔に記載すること。 

ｂ 計数等については、表形式を用いて分かりやすく表示すること。 

ｃ 金額は、発行者の属する国の通貨又は合衆国ドルによって記載することができる。

この場合においては、本邦通貨との換算レートを記載すること。 

ｄ 統計資料等については、その出所を記載すること。 

（31） 概要 

ａ 位置、面積、地形、人口等について記載すること（地図等によって示しても差し支

えない。）。 

ｂ 政治、外交等次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

⒜ 国際組織（立法、行政及び司法組織の大要）及び政党（最近５年間における選挙

の結果についても記載すること。） 

⒝ 諸外国との外交関係、加入若しくは関係している国際機関（加入の時期、出資額、

借入額等）又は主要な条約 

（32） 経済 

ａ 最近の経済の動向について、その概要を記載すること。 

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、その内容を記載すること。 

⒜ 国民総生産及び国民所得の推移 

⒝ 産業構造及び主要産業の状況並びに鉱工業生産指数の推移 

⒞ 物価の動向 

⒟ 労働情勢 

⒠ 社会保障制度 

⒡ 今後の経済計画 

（33） 貿易及び国際収支 

ａ 貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、計数を示して記載すること。 

⒜ 主要品目別及び地域別の輸出入状況 

⒝ 本邦との貿易の状況 

⒞ 国際収支の状況 

⒟ 外貨準備の推移及び外国為替相場の動向 

ｃ 外国為替管理の概要について記載すること。 

（34） 通貨・金融制度 

ａ 通貨・金融制度及び資本市場の概要について記載すること。 

ｂ 最近５年間の通貨総供給高及び公定歩合の推移等について記載すること。 



 

ｃ 最近日現在の中央銀行の貸借対照表を掲げること。 

（35） 財政 

ａ 財政制度及び租税制度の概要について記載すること。 

ｂ 主な政府関係機関の概要について記載すること。 

ｃ 最近５会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出（決算が確定していない

場合には予算による。）について、計数を示して記載すること。また、届出書提出日

を含む会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出予算について記載すること。 

ｄ 全ての特別会計及び主な政府関係機関の最近５会計年度の歳入及び歳出（決算が

確定していない場合には予算による。）について、計数を示して記載すること。 

ｅ 減債基金制度の概要及び最近５会計年度の減債基金の繰入額、残高等について記

載すること。 

（36） 公債 

ａ 最近における公債発行の概要（歳入予算に占める割合等）について記載すること。 

ｂ 最近日現在及び最近５会計年度末の債務の残高について、内国債、外国債等に区分

して記載すること。なお、国が債務保証しているものがある場合には、その保証額等

についても記載すること。 

ｃ 最近日現在において未償還となっている内国債及び外国債について、その発行ご

とに名称、発行年月、償還年月、利率、未償還額及び支払通貨名を記載すること。な

お、内国債については、利率が同一である場合には、一括して記載することができる。 

また、当該債券が減債基金付である場合には、減債基金の積立状況について記載す

ること。 

ｄ 外国債については、直近会計年度末の残高及び今後５会計年度の元利金の支払予

定額を支払通貨ごとに区分して記載すること。 

ｅ 外国債の元金又は利息の支払について、過去20年間における支払遅延等債務不履

行の有無並びに不履行があった場合には、当該不履行の内容及びその具体的な処理

方法等について記載すること。 

（37） その他 

ａ 最近会計年度末後届出書提出日までに生じた重要な事実の概要について記載する

こと。 

ｂ 以上のほか、投資者保護の観点から必要と認められる事項がある場合には、その内

容について記載すること。 

（38） 概要 

「１ 概要」から「５ その他」までは、それぞれの区分に応じ、発行者が国である

場合の記載内容に準じて記載すること。 

（39） 発行者の属する国の概況 

ａ 発行者の属する国の政治、外交、経済、貿易及び国際収支の概要について記載する

こと。 

ｂ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国の保証が附されている場合に

は、ａのほか発行者の属する国の財政及び公債の概要について記載すること。 

（40） 設立 

ａ 「１ 設立」から「５ 経理の状況」までは、国際機関、政府関係機関等の一般的

な記載事項を示したものであるので、これによりがたいものについては、これに準じ

て記載すること。 

ｂ 設立の目的・根拠、法的地位及び特権等の概要、設立年月日並びに沿革について記

載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 



 

（41） 資本構成 

最近日現在の資本の構成内容、授権資本の額、出資者の明細等について記載すること。 

（42） 組織 

ａ 組織及び機関の構成、権限等について記載すること。 

ｂ 役員の選任の資格及び方法、権限等について記載すること。 

ｃ 最近日現在の役員の氏名を記載すること。 

（43） 業務の概況 

ａ 業務及び関係機関の概要について記載すること。 

ｂ 業務上の重要な協約等がある場合には、その内容について記載すること。 

ｃ 本邦との関係について記載すること。 

（44） 経理の状況 

ａ 財務計算に関する書類について、公認会計士又は監査法人に相当する者により監

査証明に相当すると認められる証明を受けている場合には、その旨を記載すること。 

ｂ 最近５年間（発行者が、当該届出書を提出する日前に届出書又は有価証券報告書を

提出している者にあっては、最近２年間（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則（昭和38年大蔵省令第59号）第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる

情報が含まれる場合にあっては、最近１年間））の財務計算に関する書類を掲げるこ

と。ただし、発行者が当該届出書を提出する日前に届出書又は有価証券報告書を提出

している者でない場合には、発行者の選択により最近３年間の財務計算に関する書

類であって、公認会計士又は監査法人に相当する者により監査証明に相当すると認

められる証明を受けているもののみを掲げることができる。この場合において、特殊

な会計処理をしているもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、分かりや

すく説明すること。 

ｃ 最近会計年度（又は事業年度）末の主な資産、負債及び収支の内容について記載す

ること。 

（45） その他 

ａ 最近会計年度（又は事業年度）末後届出書提出日までに生じた重要な事実の概要に

ついて記載すること。 

ｂ 以上のほか、投資者保護の観点から必要と認められる事項がある場合には、その内

容について記載すること。 

（46） 発行者の属する国の概況 

ａ 発行者が政府関係機関等である場合には、発行者の属する国の政治、外交、経済、

貿易及び国際収支の概要について記載すること。 

ｂ 発行者が地方公共団体に関係する機関である場合には、当該地方公共団体の概要、

経済等について記載すること。 

ｃ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国又は地方公共団体の保証が附

されている場合には、当該国又は地方公共団体の財政及び公債の概要について記載

すること。 

（47） 債券及び利札の様式 

債券及び利札の様式並びに券面に記載しようとする事項（振替外債等（電子記録移転

有価証券表示権利等を除く。）にあっては、その旨及び社債、株式等の振替に関する法

律（平成13年法律第75号）第127条において準用する同法第69条第１項第７号に規定す

る通知事項）の内容について記載すること。 

 




